


交通道路室



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 　　　  
(1)  総務グループ（道路整備課）
(2)  計画グループ（道路整備課）
(3)  建設グループ（道路整備課）
(4)  幹線道路グループ（道路整備課）
(5)  公共交通計画グループ（都市交通課）
(6)  連立・鉄軌道グループ（都市交通課）
(7)  管理グループ（道路環境課）
(8)  環境整備グループ（道路環境課）
(9)  交通安全施設グループ（道路環境課）
(10)  安全対策グループ（道路環境課）







































事　　務　　執　　行　　概　　要

交通道路室では、成長と活力の実現、安全と安心の確保、都市魅力の向上にむけて、 
幹線道路や鉄道のネットワークの構築と活用、道路と鉄道の立体交差化等による交通渋滞の解消、地震防災対策の充実や強化、交通安全対策の推進、道路施設の維持管理の充実や強化、道路の無電柱化による景観保全等の都市魅力の向上など、総合的な交通政策の取り組みを行った。


予　算　執　行
　　予算の執行にあたっては、地方自治法及び大阪府財務規則その他の関係法令を遵守し、行政効果の向上に常に留意しつつ、下記のとおり適正かつ効率的な予算執行に努めた。

(ｱ) 歳　　　　入
当該年度の歳入額は、一般会計322億7,808万1,024円であり、その内容は次のとおりである。
一般会計
	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	負担金
	円
2,659,738,031
本課収入
2,355,122,624
予算執行機関収入
304,615,407
	％
　8.3




	
・道路事業に伴う負担金

	使用料
	　円
2,624,381,632
本課収入
81,859,000　
予算執行機関収入
2,542,522,632
	％
　   8.1







	
・道路占用料

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	手数料
	円
16,829,200
本課収入
16,829,200
	％
0.1

	
・特殊車両通行許可申請手数料

	国庫補助金
	円
17,401,582,621
本課収入
17,401,582,621
	％
53.9
	
・道路事業等に伴う国庫補助金

	財産運用収入
	円
37,500,000
本課収入
37,500,000
	％
0.1
	
・株式配当金

	不動産売払収入
	円
5,304,141,822
　予算執行機関収入
5,304,141,822
	％
　   16.4
	
・未利用地処分に係る売払収入

	物品売払収入
	　　　　　　　円
1,307,867
予算執行機関収入
1,307,867
	％
0.0
	
・道路の維持管理上で排出された鉄くず等のスクラップ処分

	寄附金
	　　　　　　　円
2,260,000
本課収入
300,000
予算執行機関収入
1,960,000
	％
0.0
	
・光の回廊づくり「アドプト・ライト・プログラム」道路照明灯の維持管理費への協賛等

	基金繰入金
	円
2,515,686,207
本課収入
2,515,686,207
	％
7.8




	
・北大阪急行線延伸等に伴う公共施設等整備基金繰入金

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	貸付金元利収入
	円
470,959,786
　本課収入
       470,959,786
	％
　   1.5
	
・貸付金償還金

	受託事業収入
	円
592,106,666
予算執行機関収入
  592,106,666
	％
1.8
	
・道路事業等に伴う受託金


	雑入
	円
651,587,192
本課収入
630,014,442
予算執行機関収入
21,572,750
	％
2.0
　　　
   
	
・道路事業の開発者将来負担金や片福連絡線建設事業に伴う補助金の還付等

　　　　　　

	合　　　計
	　　　　　      円
32,278,081,024

本課収入
23,509,853,880
予算執行機関執行
8,768,227,144
	％
100.0
	










(ｲ) 歳　　　　出
当該年度の歳出額は、一般会計573億3,119万2,515円、特別会計960円であり、その内容は次のとおりである。
一般会計
	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	都市整備総務費
	円
　      28,134,374
本課執行
28,134,374
	％
0.0
	
・日本道路交通情報センターへの業務委託等事業執行に必要な経費
・大阪府が所有・管理・使用する普通自転車の賠償責任保険の加入

	道路橋りょう費
	円
　  54,166,238,845

本課執行
2,350,869,322
部内他課執行
　   52,124,169
予算執行機関執行
51,725,892,743
他部局執行
37,352,611
	％
94.5
	
・道路交通量調査
・管内国府道の舗装道補修事業等維持管理
・管内国府道の道路改良事業等道路整備、交通安全施設等整備事業、国直轄事業負担金
・管内国府道の橋りょう補修事業
・管内国府道の橋りょう新設事業
・（独）日本高速道路保有・債務返済機構に対する出資金
・街路事業、連続立体交差事業、モノレール道整備事業　　　　　等

	交通対策費
	  円
3,118,228,187

本課執行
3,112,528,187
他部局執行
5,700,000
	％
5.5
	
・大阪外環状線鉄道整備事業、地下鉄補助
・交通対策指導に伴う経費
　　　　　　　　　　　　　　等

	一般管理費
	円
1,174,742
本課執行
1,174,742
	％
0.0
	
・非常勤職員雇用に必要な事務費
・大阪府が所有・管理・使用する普通自転車の賠償責任保険の加入
                            等

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	障がい者
福祉推進費
	円
1,513,007
本課執行
1,513,007
	％
0.0
	
・非常勤職員雇用に必要な事務費



	計画調査費
	円
6,000,000
本課執行
6,000,000
	％
0.0
	・国内外からの来阪者など多様な自転車利用者が、広域的に安全、快適に周遊できる環境の創出に向けて、自転車の通行環境の充実を図るための検討を実施

	空港推進費
	円
9,732,000
本課執行
9,732,000
	％
0.0
	・鉄道利用者の安全確保を図るため、新関空空港線の浸水対策について、国及び地元泉佐野市と協調して新関西国際空港(株)に対して補助


	防災総務費
	円
1,440
本課執行
 1,440
	％
0.0
	
・大阪府が所有・管理・使用する普通自転車の賠償責任保険の加入













	青少年
指導費
	円
8,160
本課執行
8,160
	％
0.0
	

	賦課徴収費
	円
56,160
本課執行
56,160
	％
0.0
	

	徴収機構
運営費
	円
1,920
本課執行
1,920
	％
0.0
	

	消防学校
運営費
	円
480
本課執行
480
	％
0.0
	

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	社会福祉
総務費
	円
24,960
本課執行
24,960
	％
0.0
	
・大阪府が所有・管理・使用する普通自転車の賠償責任保険の加入





























	公衆衛生
総務費
	円
44,640
本課執行
44,640
	％
0.0
	

	商工業
振興費
	円
12,000
本課執行
12,000
	％
0.0
	

	農業総務費
	円
7,680
本課執行
7,680
	％
0.0
	

	漁港費
	円
3,360
本課執行
3,360
	％
0.0
	

	環境保全
対策費
	円
960
本課執行
960
	％
0.0
	

	動物愛護畜産振興費
	円
3,360
本課執行
3,360
	％
0.0
	

	家畜保健
衛生費
	円
480
本課執行
480
	％
0.0
	

	事務局費
	円
960
本課執行
960
	％
0.0
	

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	教育センター費
	円
1,920
本課執行
1,920
	％
0.0
	
・大阪府が所有・管理・使用する普通自転車の賠償責任保険の加入

	私学振興費
	円
960
本課執行
960
	％
0.0
	

	図書館費
	円
1,920
本課執行
1,920
	％
0.0
	

	合　　　計
	円
57,331,192,515
本課執行
5,510,106,424
部内他課執行
　    52,124,169
予算執行機関執行
51,725,892,743
他部局執行
43,069,179
	％
100.0

	



箕面北部丘陵整備事業特別会計
	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	土地区画
整理事業費
	円
　      　　 　960
本課執行
       960
	％
100.0
	
・大阪府が所有・管理・使用する普通自転車の賠償責任保険の加入

	合計
	円
　      　　　 960
本課執行
               960
	％
100.0

	



 (1)　総務グループ

室の人事管理、予算執行、一般庶務、職員の衛生管理に関する事項等の適正な執行に努めるとともに、交通道路事業の円滑な推進を図るための室内外の連絡調整に努めた。

ア．人事管理
服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務の遂行を期すとともに、職場の明朗化と事務処理効率の向上に努めた。

イ．職員の衛生管理
常に職場環境の整備改善を図り、室員の健康保持と疾病予防に努めた。
　　　
　
ウ．自動車運転代行業の認定同意
　　　「地域の自主性及び自立性を高めるため改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第4次分権一括法）」により、国土交通大臣が地方運輸局長に委任していた事務・権限が、平成27年度から都道府県知事へ移譲された。これにより、自動車運転代行業の認定申請について、府公安委員会との事前協議・同意を行った件数は10件である。

エ．事務執行概要
①　歳　　　入　
	事　業　名
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	
都市整備管理費
補助金

	
道路事業に関する市町村指導に係る国庫補助金
	円
602,000
（本課収入）
平成30年度
92,000
平成29年度
241,000

	
道路法








	事　業　名
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	
道路橋りょう費
補助金




	
道路、街路事業、連続立体交差事業、モノレール道等整備事業等に伴う国庫補助金

	円
17,399,080,621
（本課収入）
平成30年度
20,040,356,000
平成29年度
20,789,862,920
	
道路法等



	
都市計画費
補助金
	
総合都市交通体系調査に伴う国庫補助金




	円
1,900,000
（本課収入）
平成30年度
1,389,600
平成29年度
1,659,600
	
道路法



	
都市整備費
雑入
	
行政文書等複写費用　他

	円
14,442
（本課収入）
平成30年度
22,888
平成29年度
7,707

	











②　歳　　　出
	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
都市整備
総務費
＜建設事業事務費＞
＜市町村指導監督費＞


	
日本道路交通情報センターへの業務委託等事業執行に必要な経費を支出
	　円
28,056,134
（本課執行）
平成30年度
26,989,642
平成29年度
24,554,048


	

	
各種協会
負担金
＜道路橋りょう費＞
	
都市の健全な発展と交通網の整備事業を円滑に遂行し、また、道路改良事業等各種事業の企画調査研究及び視察事業等を行うため各種協会及び団体に加入し、併せて道路整備の促進を期するなどの目的で、各協議会等に対して、会費又は負担金を支出
	円
685,543
（本課執行）
平成30年度
560,974
平成29年度
640,146

	

	
国直轄事業
負担金
＜道路橋りょう費＞








	
国土交通大臣が管理する国道1号、26号、163号等の改築等に要する経費及び八尾空港の滑走路及び誘導路等の更新・改良に要するに対し、地元負担金を支出　　　　　　　　　　　　　
　　　　　   

	円
1,735,894,909
（本課執行）
平成30年度
1,316,602,364
平成29年度
2,702,377,254


	
・高速自動車国道法施行令
・道路法施行令
・交通安全施設等整備事業の推進に関する法律施行令
・電線共同溝の整備等に関する特別措置法施行令
・空港法
・地方財政法

	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
一般管理費
	
非常勤職員の雇用に必要な事務
費を支出

	円
1,173,782
（本課執行）
平成30年度
1,369,556
平成29年度
1,323,479

	

	
障がい者
福祉推進費
	
非常勤職員の雇用に必要な事務
費を支出
	円
1,513,007
（本課執行）
平成30年度
786,004

	







(2)　計画グループ

大阪府の交通道路政策を推進するため、次の業務を行った。
・大阪の活力・成長と安全・安心を支える交通を実現するため、交通道路室予算の確保に加え、国の補助・交付金制度について、地方公共団体の実態に即した配分や重点化が図られるよう要望を行うとともに、今後の交通道路政策について意見・提案を行った。
・概ね３０年後を見据えた「交通インフラ政策の長期計画」を取りまとめるため、交通
インフラをめぐる現状・課題の整理・検討や将来交通ネットワーク計画等について、分析を行った。
　 ・総合的な都市交通計画を推進するため、近畿圏における、「人の動き」を総合的に調べる、パーソントリップ調査実施について、令和２年度の実態調査に向けた事前調査、調査内容の検討、実態調査計画の策定を行った。
・歴史街道について、来訪者が安全に楽しく歴史・文化に接することができ、沿道住民が歴史的地域に住んでいるという実感と誇りを持つとともに、地域の街道を活かしたまちづくり活動に繋げていく取組みとして、沿道地域におけるＰＲ活動を行った。


















ア．事務執行概要
①　歳　　　出　
	
　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
道路橋りょう等
調査費
＜道路橋りょう費＞

	
概ね３０年後を見据えた「交通インフラ政策の長期計画」を取りまとめるため、交通インフラをめぐる現状・課題の整理・検討や将来交通ネットワーク計画等について分析

	円
5,736,000
(他部局執行)　
平成30年度
         30,121,994
平成29年度
21,434,640
	

	
総合都市交通
体系調査費
＜交通対策費＞

	
総合的な都市交通計画を推進するため、令和２年度に予定している近畿圏における、「人の動き」を総合的に調べる、パーソントリップ実態調査に向けた事前調査、調査内容の検討、実態調査計画の策定
	円
5,700,000
(他部局執行)
平成30年度
4,168,800
平成29年度
4,978,800
	


	
一般自動車道
関連事業費
＜道路橋りょう費＞

	
一般自動車道に係る測量・調査・工事等に伴う他人の土地への立入許可等に関する事務の、市町への権限移譲に伴う交付金の支払
	円
188,000
(本課執行)
平成30年度
155,000
平成29年度
155,000
	

	
総合調査
実施費
＜計画調査費＞
	
国内外からの来阪者など多様な自転車利用者が、広域的に安全、快適に周遊できる環境の創出に向けて、自転車の通行環境の充実を図るための検討を実施
	円
6,000,000
(本課執行)

	




(3)　建設グループ

大阪・関西の成長や府民の安全・安心なまちづくりをめざし、国土交通省所管の社会資本整備総合交付金等により、府内の道路網の骨格となる都市計画道路及び国道、府道36路線の整備を継続して実施した。
令和元年度は、阪神高速道路大和川線が開通したほか、都市計画道路十三高槻線などの整備を推進した。
国道については、和歌山県との府県間道路となる国道371号などの路線を、府道については、美原太子線などの路線の整備や、余野茨木線の交差点改良などを着実に推進した。
また、府域全体の社会資本整備を推進するため、府内市町村が施行する道路・街路事業の指導監督を行った。
令和元年度の事務執行概要は次のとおりである。



ア．事務執行概要
①　歳　　　入　
	事　業　名
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	
道路改良事業
受託金
	
新名神高速道路事業に伴う西日本高速道路（株）等からの受託金収入
	円
43,843,577
（予算執行機関収入）
平成30年度
38,937,673
平成29年度
89,263,459 
	
協定による

	
街路事業
使   用   料


	
国道423号等の行政財産使用料からの収入



	円
　       48,575,097
（予算執行機関収入）
平成30年度
26,489,060
平成29年度
54,349,800
	
大阪府公有財産規則




	
街路事業
受託金

	
大和川線事業に伴う堺市等からの受託金収入
	円
523,517,974
（予算執行機関収入）
平成30年度
3,691,794,884
　 平成29年度
4,912,638,052
	
協定による

	
道路改良事業
基金繰入金

	
　彩都関連事業に伴う都市再生機構等からの収入
	円
37,716,800
(本課執行)
平成30年度
145,255,440
平成29年度　　 
1,663,000,000
	




②　歳　　　出
	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
道路改良費
＜道路橋りょう費＞



	
社会資本整備総合交付金等により、国道371号外22路線の道路改良事業を実施
	円
11,430,445,405
        （本課執行） 
　　　    2,270,675
（部内他課執行）
　　　　　　440,640
（予算執行機関執行）
　 　11,411,173,701
　     （他部局執行）
　　　　 16,560,389
平成30年度
16,203,539,785
平成29年度
19,717,137,349

	

	
街路費
＜道路橋りょう費＞


	
　社会資本整備総合交付金等により、大和川線外12路線の街路築造工事等を実施
	円
10,698,568,888　 
（予算執行機関執行）
10,690,608,119
（他部局執行）
 7,960,769
平成30年度
13,529,421,314
平成29年度
13,028,495,274

	


[bookmark: _GoBack]

(4)　幹線道路グループ

広域道路ネットワークや都市高速道路ネットワークを形成する、府域の幹線道路の総合的な整備を推進するため、以下の業務を行った。
①国土交通省近畿地方整備局に関する業務
・第二阪和国道及び国道163号清滝生駒道路整備事業、国道165号香芝柏原改良事業、
　淀川左岸線延伸部事業、第二京阪道路事業
②西日本高速道路(株)に関する業務
・新名神高速道路事業及び関連道路事業
・南阪奈道路事業
・淀川左岸線延伸部事業
③阪神高速道路(株)に関する業務
・大和川線及び関連事業
・淀川左岸線（２期及び延伸部）事業
・信濃橋渡り線（西船場ジャンクション）事業
・阪神高速道路の渋滞・環境対策についての調整
・阪神高速道路に関する出資
④(独)日本高速道路保有・債務返済機構に関する業務
・阪神高速道路に関する出資・貸付
⑤大阪府道路公社に関する業務
・大阪府道路公社の貸付金業務
・大阪府道路公社の経営改善
・大阪府道路公社の料金施策
・大阪府道路公社の路線移管に伴う資産・管理引継等
・地方有料道路問題連絡協議会等における協議調整等業務を行い、整備促進のための
ＰＲ活動及び国等へ要望活動等を実施。

⑥近畿圏高速道路の機能強化
　　・近畿圏高速道路における利用しやすい料金体系の実現に向け、道路公社路線である
箕面有料道路の高速道路会社への移管について、箕面有料道路の受けとなる新御堂筋の機能強化の方策を、国などと検討。

　・近畿圏の環状ネットワーク形成に必要な路線（淀川左岸線2期及び延伸部）の早期整備に向けて、経済界と自治体が連携し、国等への要望活動を実施。

⑧その他
・松原ジャンクション周辺の環境整備について、関係機関、地元市及び地元住民等と調整。

ア．事務執行概要
①　歳　　　入
	事　業　名
	区分
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	
渋滞対策特定都市高速道路整備事業特別貸付金元金収入
	
償還

	
阪神高速道路に係る渋滞対策特定都市高速道路整備事業に対し、平成12年～15年度に行った貸付のうち、今年度分の償還金の返済
	　　  円
100,946,922
（本課収入）
平成30年度
100,946,922
平成29年度
100,946,922

	
渋滞対策特定都市高速道路整備事業における大阪府道高速大和川線及び密接関連道路関連道路堺松原線の整備にかかる貸付金に関する
基本協定

	
大阪府道路公社貸付金償還金
	
償還

	
箕面有料道路に係る無利子貸付金（平成14年度～19年度）のうち、平成14～16年度貸付金が10年間の据置期間を経過したため、今年度分の償還金の返済

	　　　　　　　　　円
360,000,000
　　　　 （本課収入）
平成30年度
360,000,000
平成29年度
360,000,000
	




②　歳　　　出
	　事　業　名
	区分
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
阪神高速道路
建設協力費
＜道路橋りょう費＞



	
出資
	
阪神高速道路建設費等に係る出資を、(独)日本高速道路保有・債務返済機構に対して実施


	　円
481,000,000
（本課執行）
平成30年度
513,000,000
平成29年度
585,000,000
	 
(独)日本高速道路保有・債務返済機構法










(5)　公共交通計画グループ

　都市の成長・魅力向上や、府民の暮らしの充実を図るため、公共交通に関する取組みの方向性を示した『公共交通戦略』（令和元年11月改訂）に基づき、鉄道ネットワークの充実、公共交通の利便性向上、利用促進に向けた取組みを推進した。

　■公共交通戦略の実現に向けた取組み
　　○鉄道ネットワークの充実
　　　「公共交通戦略」を改訂し、今後事業の実施の可否について、個別に検討が必要な路線として、なにわ筋連絡線・新大阪連絡線、中之島線延伸を位置付けた。
また、広域的な鉄道ネットワークを形成するなにわ筋線の整備促進や、北大阪急行延伸に伴う地域公共交通の再編に対する関係市町間の調整など、「公共交通戦略」に位置付けた路線の具体化に向けた取組みを行った。
　　○公共交通の利便性向上、利用促進
　　　平成27年度から29年度に作成した相互乗入れ、乗継改善の検討案をたたき台として、鉄道事業者と意見交換や検討を行うとともに、鉄道駅における乗継案内表示など、観光客の受入環境整備に取り組む鉄道事業者への補助を行った。
また、クルマから公共交通への利用転換を目的とした啓発、情報発信など、公共交通の利便性向上、利用促進を図る取組みを行った。
また、駅ホームからの転落事故を未然に防止するため、可動式ホーム柵を整備する鉄道事業者への補助を行った。

■地域公共交通の課題への取組み
バスなど各地域の公共交通に関する様々な課題について、市町村・交通事業者・住民などの関係者による協議会に参画し、情報の提供や広域的な観点から調整・提案等の支援を行った。また、国・市町村・交通事業者と問題意識を共有し、共に取り組んでいくために、国土交通省近畿運輸局との共催による大阪府地域公共交通研修会を開催した。

　■駐車場対策の推進
○府営駐車場の効率的な管理運営
府営駐車場（江坂立体駐車場、新石切立体駐車場、茨木地下駐車場）のより効率的な管理運営及び府民サービスの向上を目的に、平成23年度から指定管理者制度を導入し、管理運営している。また、現在の指定管理が令和２年度末で終了するタイミングであることから、府営駐車場のあり方を検証した。
○路外駐車場設置（変更）届出にかかる事務費の交付
「大阪発“地方分権改革”ビジョン」に基づき、府内の全町村へ当該事務の権限を移譲しており、届出にかかる交付金の支払いを行った。
　

ア．事務執行概要
①　歳　　　入
	事　業　名
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	
道路
使用料
＜使用料＞
	
府営駐車場の駐車場使用料
	円
81,859,000
　（本課収入）
平成30年度
       81,108,000
平成29年度
81,108,000
	
府駐車場条例


	
交通対策事業
寄附金
＜寄附金＞
	　
企業版ふるさと納税対象事業（公共交通機関等と連携した受入環境整備）への寄附金

	円
　300,000
　（本課収入）
平成30年度
      　 300,000
	




　②　歳　　　出
	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	

駐車場管理費
＜交通対策費＞




	
路外駐車場設置（変更）届出受理等事務の権限移譲に伴う町村交付金の支払

	円
278,000
　（本課執行）
平成30年度
274,000
平成29年度
311,000
	
大阪版地方分権推進制度実施要綱





	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
公共交通
戦略推進
＜交通対策費＞

	
乗継駅における、観光客の利便性向上に向けた環境整備に取り組む鉄道事業者に対し、事業費の一部を補助
	円
35,299,000
（本課執行）
平成30年度
24,300,000
平成29年度
24,000,000


	
大阪府公共交通機関等と連携した受入環境整備事業費補助金交付要綱

	
大阪圏鉄道網
整備費
＜交通対策費＞
	　
　なにわ筋線を建設するため、建設主体である関西高速鉄道(株)に対して出資、補助
・なにわ筋線整備促進費（出資）
   69,250,000円
・なにわ筋線整備促進費（補助）
   113,147,408円


	円
  182,397,408
（本課執行）
平成30年度
   50,500,000
	
なにわ筋線整備事業費補助金交付要綱


	
可動式ホーム柵整備費
＜交通対策費＞







	
障がい者や高齢者等の移動の円滑化を図るとともに、鉄道利用者の安全を確保するため、駅の可動式ホーム柵整備事業について、大阪市高速電気軌道㈱に対して補助
（補助対象駅）
大阪市高速電気軌道㈱：
　江坂駅、梅田駅、なんば駅、
　淀屋橋駅、新大阪駅、本町駅、
　西梅田駅、あびこ駅

	円
4,996,000
　　（本課執行）
平成30年度
105,066,000
平成29年度
336,897,000


	
大阪府鉄道駅可動式ホーム柵整備事業費補助金交付要綱









(6)　連立・鉄軌道グループ

連立・鉄軌道グループにおいては、都市交通の安全性の向上と円滑化を図り、都市の健全な発展に寄与することを目的として、鉄道と道路を連続的に立体交差化する連続立体交差事業を実施した。また、大阪モノレールについては、広域的な鉄道ネットワークの形成と沿線地域の活性化を目的として、延伸に向けた調査・設計等を実施するとともに、供用区間の予防保全対策を実施した。
さらに、大阪府公共交通戦略に基づき鉄軌道の整備促進や鉄道施設における耐震補強の取り組みを実施した。

ア．軌道法等行政監督事務
　　　軌道法等に基づく軌道運輸施設事業の指導監督について、次のとおり処理した。

①軌道法等に基づく申請処理件数
	経　営　者
	処　　　理　　　件　　　数

	大阪市高速電気軌道㈱
	工事方法書記載事項変更認可申請等21件

	大阪高速鉄道㈱
	工事方法書記載事項変更認可申請等 12件

	阪堺電気軌道㈱
	工事方法書記載事項変更認可申請等 6件

	関西高速鉄道㈱
	鉄道線路の道路への敷設の許可申請書の副申 1件




1． 
事務執行概要
①　歳　　　入
	事　業　名
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	
道路橋りょう費
負担金
	
・連続立体交差事業に伴う地元市負担金及び鉄道負担金
2,310,154,000円　

・大阪モノレール延伸事業に伴う地元市負担金
　31,219,000円
　
	円
2,341,373,000
　（本課収入）
平成30年度
1,770,074,920
平成29年度
1,724,332,110
	


	
都市計画費
貸付金元利収入
	
・大阪外環状鉄道㈱からの貸付金利子償還金

平成29、30年度
・大阪外環状鉄道㈱からの貸付金利子償還金
・大阪市からの貸付金償還金
	　　　　円
10,012,864
（本課収入）

平成30年度
1,819,207,910
平成29年度
188,918,948
	

	
公共施設等
整備基金
繰入金
	
・モノレール道インフラ修繕に伴う公共施設等整備基金繰入金
23,865,407円
・大阪モノレール延伸に伴う公共施設等整備基金繰入金
15,661,000円
・北大阪急行線延伸に伴う公共施設等整備基金繰入金
2,438,443,000円
	円
2,477,969,407
（本課収入）

平成30年度
2,047,169,665
平成29年度
　　　　342,594,084     
	

	事　業　名
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	
都 市 整 備 費
不動産売払収入
	
モノレール車庫用地にかかる
普通財産売払料
	円
5,304,141,882　
（予算執行機関収入）

	

	
都市整備費
雑　　　　　入

	
・モノレール車庫用地にかかる
国有資産等所在市町村交付金　
13,449,940円

・片福連絡線建設事業還付金
630,000,000円
	　円
643,449,940
  
（本課収入）
630,000,000　
（予算執行機関収入）
13,449,940

平成30年度　　　
643,887,125　

	

	
利子及び
配当金




	
北大阪急行電鉄株式配当金




	円
37,500,000
（本課収入）

平成30年度
37,500,000
平成29年度
37,500,000 
	









②　歳　　　出
	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
道路維持修繕費
＜道路橋りょう費＞



	
モノレールのインフラ部に関する維持修繕に係る負担金を大阪高速鉄道㈱に対して支出
	円
　     40,381,400 （本課執行）

平成30年度
52,210,939
平成29年度
46,362,240

	

	
連続立体
交差費
＜道路橋りょう費＞

	
　継続中の近鉄奈良線（東大阪市）外3箇所の高架化事業を実施
	円
11,261,658,535
（予算執行機関執行）

平成30年度
9,678,174,452
平成29年度
10,205,609,851

	

	
モノレール道
整備費
＜道路橋りょう費＞
	
　大阪モノレール（L=28.6km）の予防保全対策工事等を実施するとともに、大阪モノレール延伸（門真市－瓜生堂）に向けた調査・設計等を実施
・大阪モノレールの予防保全対策工事等
704,186,060円
・大阪モノレール延伸に向けた測量、調査、設計等
376,452,000円

	円
1,080,638,060
 （予算執行機関執行）

平成30年度
668,976,700
平成29年度
687,615,637
	
都市計画法都市モノレールの整備の促進に関する法律

	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
大阪圏鉄道網
整備費
＜交通対策費＞
	
放射状鉄道を相互に結び新たな鉄道ネットワークを形成する大阪外環状線鉄道の事業促進を図るため、同鉄道の建設主体である大阪外環状鉄道㈱(第3セクター)に対し、出資、補助、貸付
・大阪外環状線鉄道建設出資金
600,000円
・大阪外環状線鉄道建設補助金
   57,378,938円
・大阪外環状線鉄道建設貸付金
243,679,282円
	円
301,658,220 
（本課執行）
平成30年度
3,117,330,000
平成29年度
2,869,862,000

	
大阪府大阪外環状線鉄道建設費補助金交付要綱

	
鉄道地震防災　
対策費
＜交通対策費＞


	
鉄道利用者の安全確保を図るため、鉄道施設における耐震補強について、国及び地元市町と協調して鉄道事業者に対し補助
（補助対象駅・路線：耐震補強）
近畿日本鉄道㈱：
長田駅、奈良線、大阪線
京阪電気鉄道㈱：
萱島駅、京阪本線
阪急電鉄㈱：
大阪梅田駅、神戸線、宝塚線、京都線
阪神電気鉄道㈱：
姫島駅、阪神本線
大阪市高速電気軌道(株)：
江坂駅、長田駅、中央線
新関西国際空港(株)：
新関空空港線
	円
129,155,500
　　（本課執行）
平成30年度
82,773,000
平成29年度
194,085,000

	
大阪府鉄道安全対策事業費補助金交付要綱



	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
北大阪急行整備促進費
＜交通対策費＞

	
北大阪急行線延伸事業促進のため、事業主体である箕面市に対して補助

	円
2,438,443,000
（本課執行）
平成30年度
2,000,000,000
平成29年度
300,000,000

	
大阪府北大阪急行線延伸事業費補助金交付要綱

	
鉄道安全対策
事業費補助金
＜空港推進費＞
	
鉄道利用者の安全確保を図るため、新関空空港線の浸水対策について、国及び地元市である泉佐野市と協調して新関西国際空港(株)に対して補助
	円
9,732,000　
（本課執行）

	
大阪府補助金交付規則




(7)　管理グループ

近年、道路をめぐる地域住民の要望は、ますます複雑多様化しており、道路を良好に維持管理し、安全性及び快適性を確保しつつ、その利用の効率化を図ることが重要である。
このため、道路の区域変更及び供用開始等の基本的な事務はもちろんのこと、公益物件収容の占用許可及び協議、さらには不用物件の処理等の財産管理事務を円滑に処理するとともに、道路パトロールを実施するなど、適正な道路管理に努めた。

ア．道路の区域決定・変更、供用開始
　　　道路の新設、改築工事等に伴う区域決定・区域変更及び供用開始を処理した。

	路　線　名
	告　示　回　数
	備　　　考

	府道大阪高槻京都線ほか
	平成31年４月12日付け
大阪府告示第782号ほか59件
	区域変更　40回
供用開始　39回



イ．道路の占用許可
　　　道路は日常生活に不可欠であり、常時一般交通の円滑な機能を全うできるよう、その構造保全に努めているが、道路は単なる交通のためだけの施設ではなく、各種開発事業の発展に伴う上下水道管等公益物件の収容の場ともなっている。
　　　ついては、道路本来の使命である一般交通の用に供する機能を阻害しない範囲で、公益物件等の収容について道路法の規定に基づく占用の許可を行っている。これらの行為については、土木事務所長にその権限を委任している。

　ウ．特殊車両の通行許可
特殊な構造の車両、あるいは幅、重量、高さ、長さ及び最小回転半径が政令で定める最高限度を超える車両は、道路法第47条の２の規定に基づき、道路管理者が必要上やむを得ないと認める場合に限って、必要な条件を付して、通行を許可できるとされている。令和元年度に許可した件数は、次のとおりである。
なお、車両の大型化等から年々増加傾向にあることなど諸課題に対応するために、平成30年４月より、７土木事務所において処理していた通行許可事務を本庁に集約化している。

特殊車両通行許可件数
	前年度
繰越件数
	受理件数
	合計
	元年度
許可件数
	元年度
不許可件数
	取下件数
	次年度
繰越件数
	証紙手数料

	（件）
	（件）
	（件）
	（件）
	（件）
	（件）
	（件）
	（円）

	733
	4,404
	5,137
	4,414
	19
	0
	704
	16,829,200



エ．都市計画法第32条の規定に基づく道路管理者への協議
　　　沿道宅地造成等の開発許可を申請しようとするものから都市計画法第32条の規定により同意を求められたものについて処理した件数は次のとおりである。
　　　    協議者　個人　計２件

オ．道路法の規定に基づく国有財産の処分等
　　　現行道路法が施行（昭和27年）されるまでは、府道を始めとするすべての地方道は国の営造物であったため、道路敷地の所有形態はほとんど国有であった。
旧道路法当時に認定された道路が供用廃止されて不用物件となったときは、道路法、国有財産法等の規定に基づき処理することとなるが、財産処分は都道府県が行うこととされている。
○　道路法の規定に基づく譲与
　　　道路の不用物件である国土交通省所管国有財産の処分は、都道府県に委任されており、これに基づく道路法の規定による譲与件数は、次のとおりである。
　　①道路法第90条第2項に基づく譲与
	申　請　者
	件　　数

	大　阪　府
	１

	箕　面　市
	１

	豊　中　市
	３

	高　槻　市
	２

	茨　木　市
	１

	高　石　市
	１

	泉 大 津 市
	１




②道路法第94条第2項に基づく譲与
	申　請　者
	件　　数

	大　阪　市
	３

	堺　　　市
	１

	富 田 林 市
	１



カ．道路巡視状況
　　　最近の交通量の増加により随所に交通渋滞が生じているほか、道路の損傷も著しいものがあるので、あらゆる道路機能の障害原因を除去して交通の確保を図ることが重要である。
　　　これに対処して、道路の損傷箇所、道路の不正使用等を早期に把握し、常時良好な状態に保つため、「大阪府道路監理員及び道路巡視員要領」及び「道路パトロール実施要領」に基づき、道路監理員を任命するとともにこれらの巡視を機動的に行えるよう、各土木事務所に道路パトロール車を配置して管理の万全を期している。
　　　なお、令和元年度の実施状況は、次のとおりである。

	区　分
	巡視キロ数
	巡視延人数
	措置件数

	昼　間
	km
257,442
	人
17,302
	件
17,663

	夜　間
	
　　 37,458
	
2,256
	
 　　　　863

	合　計
	
294,900
	
19,558
	
　　　18,526











キ．道路運送事務
　　　路線を定める自動車運送事業について、道路運送法第91条の規定により、道路の構造及び設備に関する道路管理上の措置につき、近畿運輸局長（又は大阪陸運支局長）あて意見回答を行った件数は次のとおりである。
　　　   一般乗合旅客自動車運送事業に伴う意見回答  25件




ク．事務執行概要
①　歳　　　入
	事　業　名
	収　　入　　状　　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	
道路橋りょう
使　用　料
	
府内の所管道路において道路敷地の占用につき許可したものからの使用料収入
	円
2,493,947,535（予算執行機関収入）

平成30年度
2,466,439,540
平成29年度
　　　2,418,600,260


	
道路法

	
道路橋りょう
手　数　料
	
府内の所管道路において特殊な車両の通行の許可申請を受理したものからの手数料収入
	　円
16,829,200
（本課収入）
平成30年度
14,927,400
平成29年度
　　　   15,650,400
	
道路法

	
道路橋りょう費
負担金
	
大阪府と和歌山県をまたぐトンネルの維持管理について「境界地の道路の管理及び費用負担に関する協定書」に基づく負担金の収入





	　円
13,749,624　
（本課収入）
平成30年度
12,884,131
平成29年度
　　　 10,391,998
	



②　歳　　　出
	事　業　名
	執　　行　　状　　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
道路監理費
＜道路橋りょう費＞

	
道路の不法占用並びに不法投棄を防止するため、巡視取締りを強化するとともに防護柵の設置等を行い、道路の効率的な管理に努めた。
	円
　　  86,197,001

（本課執行）
7,813,190
（予算執行機関執行）
　 　    78,361,131
（他部局執行）
22,680

平成30年度
99,073,800
平成29年度
　　　 　99,949,167
	




(8)　環境整備グループ

　　１　道路美化運動
　地域環境を含め、道路の環境保全を行うため、住民等の参加による道路美化運動の輪を広げていくことに努めている。また、府民と協働した道路美化を一層推進するため、地元自治会などが自主的に歩道清掃や緑化などのボランティア活動をするアドプト・ロード・プログラムを平成12年８月より開始。

（1）各種美化キャンペーン
　①　中環をきれいにする日（昭和60年度～）
　　大阪中央環状線全線において、地域住民等（約2,100人参加）とともに一斉清掃を実施。（９月）

　②　国道480号等リフレッシュ活動（平成14年度～）
　　国道480号の山間部を通行規制し、地域住民（約520人参加）とともに一斉清掃を実施。（５月）

　　（2）アドプト・ロード・プログラム
　　　 　令和元年度末現在の実施状況は、422箇所、約17,900人が登録。
　　　　　　　　　　
　　２　ＰＰＰ事業
· メイクアップロードOSAKA協賛事業
　　　　　安全で円滑な道路交通環境づくりを推進するため、企業等からの協働事業等に対する協賛（企画、運営、物品等）制度を確立し推進した。

· 歩道橋リフレッシュ事業
歩道橋の塗替え費用を協賛していただく企業に対して、屋内広告物条例の範囲内で歩道橋の側面に企業への道先案内を表示する協働事業で、平成17年度より実施。
（平成17～令和元年度：14箇所）

· 光の回廊づくり「アドプト・ライト・プログラム」
道路照明灯１本当たり、２万円/年を協賛していただくほか、照明灯の球切れなどの日常点検に協力いただける企業の名称やロゴを照明灯に掲出するもので、令和元年度までに、のべ76企業・団体、184本で実施。

３　計画的な道路維持管理の推進
　　　○　沿道環境改善事業
　　　騒音・大気汚染等の道路環境への影響に対応し、沿道環境の改善を着実に進める必要があるため、騒音の状況や舗装面の損傷度を勘案して、国庫補助の導入等により低騒音舗装を実施。

　　　○　道路維持・修繕事業
　　　社会資産としての道路の構造、機能を保全し、安全で安心な道路交通の確保や道路機能・美観の保持、沿道環境の保全を目的として、効率的で効果的な道路清掃の強化、堆積塵芥土砂の除去、交通安全施設（照明灯やガードレール、横断歩道橋）等の補修を実施。
　　　
· 舗装道補修事業
安全で安心な道路交通の確保や道路機能の保持を目的として、舗装面にひび割れや轍ぼれなどが発生している路面において、切削オーバーレイ等の舗装補修工事を実施。

　　　○　道路防災事業
　　   　① 異常気象による道路法面崩壊や落石発生等の道路災害を未然に防止するため、道路防災点検における要対策箇所を中心に法枠工やロックネット工等の防災対策を実施。
② 異常気象時通行規制区間等において、道路利用者の危険区域内への進入を防止することを目的に、無人で交通規制が可能な固定(空気)式規制設備の設置を実施。

　　　○　橋りょう補修事業
　　　災害発生時に救助･救急、医療、消火ならびに緊急物資の供給を迅速かつ的確に実施するために定めた広域緊急交通路および交通遮断の影響が大きい箇所について橋りょうの耐震化をすすめている。また、橋梁の長寿命化を図るために計画的に補修、補強を実施。




1． 事務執行概要
①　歳　　　入
	事　業　名
	収　　入　　状　　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	
道路事業
負担金

	
大日共同溝等の維持管理に伴う関西電力㈱等からの負担金収入等






	円
274,450,955
（予算執行機関収入）
平成30年度
307,513,783
平成29年度
    　  124,363,055
	

	
道路事業
寄附金
	
光の回廊づくり「アドプト・ライト・プログラム」道路照明灯の維持管理費への協賛等




	円
1,960,000
（予算執行機関収入）
平成30年度
860,000
平成29年度
 　　　  　 880,000

	

	
道路事業
不用物品
売払代金
	　
道路の維持管理上で排出された鉄くず等をスクラップ処分することによる収入









	円
1,307,867
（予算執行機関収入）
平成30年度
5,788,693
平成29年度
7,437,012

	 

	事　業　名
	収　　入　　状　　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	
道路事業
受託金
	
りんくう共同溝等の維持管理に伴う泉佐野市等からの受託金収入等

	円
24,745,115
（予算執行機関収入）

平成30年度
37,594,009
平成29年度
45,207,933
	

	
道路事業
雑入
	
広告事業及び歩道橋リフレッシュ事業等の収入及び工事施工不良に係る調査費用


	円
8,122,810
（予算執行機関収入）

平成30年度
8,075,949
平成29年度
          9,258,794
	
















②　歳　　　出
	事　業　名
	執　　行　　状　　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
道路維持
修繕費
<道路橋りょう費>
	
・補助国道及び府道において路肩に堆積した土砂の除去、雑草刈取、モータースィーパーによる舗装面の土砂塵芥の除去等を実施
・道路通行の安全確保を図るため、路面排水不良の箇所の側溝、集水桝の整備や、交通安全施設の維持補修を実施


	円
4,559,798,128
（本課執行）
81,531,729
（部内他課執行）
48,683,529
（予算執行機関執行）
4,428,183,834
（他部局執行）
1,399,036
平成30年度
4,116,403,891
平成29年度
4,147,937,128

	

	
舗装道補修費
<道路橋りょう費>
	
補助国道及び府道において舗装道の舗装補修工事を行うとともに、騒音対策として大阪中央環状線外の低騒音舗装を実施



	円
2,372,134,705
（予算執行機関執行）
平成30年度
2,534,856,292
平成29年度
2,752,877,800

	

	
道路防災費
<道路橋りょう費>
	
道路災害発生の恐れある箇所について国道423号外の防災工事を実施


	円
2,001,354,202
平成30年度
1,250,856,925
平成29年度
681,963,428
	

	事　業　名
	執　　行　　状　　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
橋りょう補修費
<道路橋りょう費>
	
国庫補助を得て、泉佐野岩出線田尻スカイブリッジ等の耐震補強工事等を実施するとともに、府単独事業として、管内橋梁の劣化の著しい橋梁等について補修補強を実施
	円
4,645,403,854　　　　　　                                                                                       

（本課執行）
245,376
（部内他課執行）
3,000,000  
（予算執行機関執行）
4,642,158,478
　    
  平成30年度
    3,857,005,050
平成29年度
      3,746,212,137　


	

	
交通安全施設
等整備費
<道路橋りょう費>

	
補助国道及び府道において、老朽化した道路照明柱の更新等を実施
	円
159,757,239　　
（予算執行機関執行）

平成30年度
60,000,000


	





 (9)　交通安全施設グループ

交通事故が多発している道路、その他緊急に交通の安全を確保する道路について、通学路の安全対策をはじめ、歩道等の整備やバリアフリー化、交差点改良、道路照明、道路標識等の交通安全施設を整備し、道路における交通環境の改善や交通事故の防止を図り、併せて交通の円滑化などの交通安全事業を推進した。
また、「大阪府自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」を受け策定した「大阪府自転車通行空間10か年整備計画（案）」に基づき、自転車関連事故や自転車交通量の多い区間などを対象に自転車通行空間の整備を実施した。さらに、「大阪府無電柱化推進計画」に基づき、都市防災、バリアフリー等の観点から道路の地下空間を活用して電力線、通信線等をまとめて収容する電線共同溝の整備を推進した。


ア．事務執行概要
①　歳　　　入
	事　業　名
	収　　入　　状　　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	
交通安全施設
等整備費
<道路橋りょう費>

	
・主要地方道茨木摂津線他における、交通安全事業の実施にかかる吹田市他からの負担金収入

	円
30,164,452
（予算執行機関収入）

平成30年度
4,769,005



	





②　歳　　　出
	事　業　名
	執　　行　　状　　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
交通安全施設
等整備費
<道路橋りょう費>














	
道路交通の安全を図るため、通学路の安全対策をはじめ、歩道等の整備やバリアフリー化、交差点の改良、自転車通行空間、道路照明、防護柵、区画線、道路標識、道路反射鏡等の交通安全施設を整備

	円
2,872,116,077

（本課執行）
858,500
（予算執行機関執行）
2,865,583,840
（他部局執行）
5,673,737


平成30年度
2,956,681,942
平成29年度
2,841,786,127
	


	
道路改良費
<道路橋りょう費>
	
社会資本整備総合交付金等により、大阪港八尾線外電線共同溝事業等を実施。








	円
734,280,899                                              
（予算執行機関執行）

平成30年度
494,028,191
平成29年度
510,444,583
	




(10)　安全対策グループ

安全対策グループでは、自転車安全利用の推進等、各種交通安全対策を総合的に推進するため、大阪府交通安全対策会議において「大阪府交通安全実施計画」を策定するとともに、大阪府交通対策協議会による「交通マナーを高めよう！」府民運動及び各種交通安全運動等の企画立案とその実施に努め、広く府民の交通安全意識の高揚を図った。

１．大阪府交通安全実施計画の策定
交通安全対策基本法及び条例により知事の附属機関として大阪府交通安全対策会議を設置し、大阪府内における陸上交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱である「大阪府交通安全計画」を５年毎に策定するとともに、毎年度、大阪府及び指定地方行政機関等が講ずべき施策に関する計画である「大阪府交通安全実施計画」を策定している。
平成31年度には、「令和元年度大阪府交通安全実施計画」を策定した。
(１) 根拠法令
交通安全対策基本法、大阪府交通安全対策会議条例

(２) 大阪府交通安全対策会議の構成
○　会　長　　大阪府知事
○　委　員　　指定地方行政機関の長等　18名
○　幹　事　　関係行政機関の職員　　　26名

「令和元年度大阪府交通安全実施計画」
○　と　き　令和元年７月16日（火）
○　ところ　大阪府庁本館５階(正庁の間)
○　内　容　「令和元年度大阪府交通安全実施計画」を策定し、その推進を図ることを決定した。

２．交通安全対策等の推進
府民の交通安全意識の高揚を図るため、各種の交通安全運動や交通安全教育、自転車の安全利用対策を推進している。
(１) 交通安全運動等の推進
交通問題を効果的に処理し総合的に推進するため、大阪府交通対策協議会を設置し、関係機関・団体の緊密な連携のもとに、各種の交通安全運動等を推進している。

ア．根拠規定
大阪府交通対策協議会設置要綱
イ．大阪府交通対策協議会の構成
○　会　長　大阪府知事
○　構成者　大阪府知事を含めて関係行政機関の長等　26名

ウ．令和元年度主要実施事業
①　年頭会議
○　と　き　令和２年１月24日（金）
○　ところ　プリムローズ大阪
○　内　容　令和２年「交通マナーを高めよう！」府民運動大綱を策定し、その推進を図ることを決定した。
②　春の全国交通安全運動
○　実施期間　令和元年５月11日（土）～５月20日（月）
○　実施内容　交通安全運動行事の実施、ラジオ広報、推進要綱、ポスター、リーフレット
点字リーフレット、広報啓発ビデオの作成
○　交通安全運動行事の内容
・　と　き　令和元年５月10日(金)
・　ところ　大阪城公園　天守閣北詰広場
・　内　容　黄色いワッペン贈呈事業の紹介、交通安全宣言、交通安全教室
交通安全ストップ体操ほか
・　参加者　約600名
③　夏の交通事故防止運動
○　実施期間　令和元年７月１日（月）～７月31日（水）
○　実施内容　リーフレット、点字リーフレットの作成、ポスターの配布
④　秋の全国交通安全運動
○　実施期間　令和元年９月21日(土)～９月30日（月）
○　実施内容　ラジオ広報、ポスター、リーフレット、点字リーフレットの配布

※令和元年おおさか交通安全ファミリーフェスティバルについては台風17号接近に伴い中止
⑤　自転車マナーアップ強化月間
○　実施期間　令和元年11月１日(金)～11月30日（土）
○　実施内容　ポスター、リーフレットの配布
○　行事の実施
自転車マナーアップキャンペーン
・　と　き　令和元年11月10日（日）
・　ところ　イオンモール堺鉄砲町（堺市堺区）
・　内　容　オープニングセレモニー、交通安全教室、自転車関連イベント啓発品配布ほか
・　参加者　約300名
⑥　年末の交通事故防止運動
○　実施期間　令和元年12月1日（日）～12月31日（火）
○　実施内容　リーフレット、点字リーフレットの作成、飲酒運転根絶広報ポスターの配布
⑦　高齢者運転免許自主返納サポート制度
　　　　○　実施内容　高齢者の運転免許を自主返納させるため、サポート企業、店舗を募集し返納を促進させる。　
サポート企業数：830企業（R02.3.31 現在）


(２) 交通安全教育の推進
交通事故の被害者になりやすい高齢者と子どもに、交通安全に関する知識や交通安全意識、交通マナーの向上を図るため、交通安全教育を推進していく。
ア．平成31年度主要実施事業
　交通安全教育指導員派遣事業
地域の交通安全推進団体等が実施する交通安全教室等へ指導員を派遣した。
○　実施期間　平成31年４月１日（月）～令和２年３月31日（金）
○　内　　容　交通事故の特徴、歩行中・自転車乗用中の注意点、実技指導ほか
○　派遣回数　48回
○　参加者数　約6,800名
イ．幼児交通安全関係啓発資料の作成
戸外での活動が活発になる幼児とその保護者向けにリーフレットを作成した。
○　名　　称　「ようじのこうつうあんぜん」
○　内　　容　道を歩くとき・渡るとき・飛び出し・車に乗るときの注意点ほか
○　作成部数　88,500部
ウ．大阪府母と子の交通安全クラブ連合会　事務局
　　　　　幼稚園等を単位とした地区クラブ及び会員に対して交通安全教育を積極的に推進し地域における交通安全意識の高揚を図る目的として設立。
　○会員数　　大阪府内44地区、484クラブ、約121,000名
　○活　動　　母親活動指導者研修会、三世代交流みんなの安全教室、交通安全キャラバン隊など。
　　　
(３) 放置自転車対策の推進
自転車の交通事故防止と交通の円滑化並びに駅前広場の良好な環境の確保等を図るため、市町村に対して法律に基づく条例の制定を働きかけるとともに、実態調査及び啓発活動を推進している。
ア．根拠法令
自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律
イ．条例の制定状況
○　条例制定　33市６町
○　未制定　　 ３町１村
ウ．駅周辺における放置状況（平成29年度実態調査による）
○　放置駅数　33駅（調査駅512駅）
○　放置台数　7,130台
※１駅について、放置自転車100台以上の駅を集計（調査は隔年で実施）
　令和元年度実態調査については集計中
エ．駅前放置自転車クリーンキャンペーン
○　実施期間　令和元年11月１日（金）～11月30日（土）
○　実施内容　ポケットティッシュ80,000個（大阪府自転車商防犯協力会からの寄贈による）を各市町に配布、駅構内放送（在阪鉄道事業者）
○　共同キャンペーンの実施
キャンペーン期間中に梅田駅周辺をはじめ25市町で135回実施。


３．大阪府自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例の制定
大阪府内では、平成27年の自転車事故の死者数が50人に達し、平成26年に比べて＋16人と大幅に増加した。特に死者数の約５割が高齢者で、その死因の約８割が頭部損傷によるものであった。また、自転車が加害者となる交通事故によって、死亡や重篤な後遺障害が生じることにより、高額な賠償請求事例も発生している。このような問題は、大阪府域全体の共通課題となっていることを踏まえ、自転車の安全で適正な利用を大阪府、府民、関係者が一丸となって促進するため、「大阪府自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」を平成28年4月1日に施行し、自転車保険の加入義務化の規定については、　　平成28年7月1日に施行した。
条例に基づき、条例の周知・啓発や自転車保険の加入促進、ルール・マナ―向上に向けた取組みなどを実施した。



ア．事務執行概要
①　歳　　　出
	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
交通安全
普及費
＜交通対策費＞

	
・交通安全対策等の推進
・交通安全教育の推進
・自転車条例の周知啓発

	円
20,301,059
（本課執行）
20,284,491
（他部局執行）
16,568

平成30年度
21,269,002
平成29年度
20,384,614





	
大阪府交通対策協議会設置要綱



	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
少年サポート
センター運営費
＜青少年指導費＞
	
大阪府が所有・管理・使用する普通自転車の賠償責任保険の加入
	円
8,160
（本課執行）
平成30年度
　　8,160

	

	
災害基本
対策費
＜防災総務費＞
	
	円
1,440
（本課執行）
平成30年度
1,440

	

	
運営費
＜消防学校運営費＞
	
	円
480
（本課執行）
平成30年度
480

	

	
庁舎管理費
＜一般管理費＞
	
	円
480
（本課執行）
平成30年度
480

	

	
企画厚生事務費
＜一般管理費＞
	
	円
480
（本課執行）
平成30年度
480

	

	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
賦課徴収費
＜賦課徴収費＞
	
　大阪府が所有・管理・使用する普通自転車の賠償責任保険の加入


	円
56,160
（本課執行）
平成30年度
55,680

	

	
地方税徴収機構
運営事業費
＜徴収機構運営費＞
	
	円
1,920
（本課執行）
平成30年度
1,920

	

	
社会福祉行政
管理費
＜社会福祉総務費＞
	
	円
24,960
（本課執行）
平成30年度
25,920

	

	
健康医療行政
管理費
＜公衆衛生総務費＞
	
	円
44,640
（本課執行）
平成30年度
49,920

	

	
商工行政推進費
＜商工業振興費＞
	
	円
12,000
（本課執行）
平成30年度
12,000

	

	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
環境農林水産
企画調整費
＜農業総務費＞
	
　大阪府が所有・管理・使用する普通自転車の賠償責任保険の加入
	円
7,680
（本課執行）
平成30年度
8,160
	

	
漁港管理費
＜漁　港　費＞
	
	円
3,360
（本課執行）
平成30年度
2,400

	

	
騒音振動
規制指導費
＜環境保全対策費＞
	
	円
960
（本課執行）
平成30年度
960

	

	
動物愛護
管理事業費
＜動物愛護畜産振興費＞
	
	円
3,360
（本課執行）
平成30年度
3,360

	

	
家畜保健
衛生所費
＜家畜保健衛生費＞
	
	円
480
（本課執行）
平成30年度
480

	

	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	
学校総務サービス
事務管理費
＜事務局費＞
	
　大阪府が所有・管理・使用する普通自転車の賠償責任保険の加入
	円
960
（本課執行）
平成30年度
960
	

	
私立学校
育成指導費
＜私学振興費＞
	
	円
960
　　　（本課執行）
平成30年度
960
	

	
運営費
＜教育センター費＞
	
	円
1,920
（本課執行）
平成30年度
1,440
	

	
維持管理費
＜図書館費＞
	
	円
1,920
（本課執行）

	

	
建設事業事務費
＜都市整備総務費＞
	
	円
78,240
（本課執行）
平成30年度
74,400
	

	
総務費
＜土地区画整理事業費＞
	
	円
960
（本課執行）
平成30年度
960
	




